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三重県有料老人ホーム設置運営指導要綱 

 

第１章    総則 

（目的等） 

第１条 この要綱は、三重県内における有料老人ホ－ムの設置及び運営について必要

な事項を定め、高齢者が安心して生活することができるよう、良好な居住環境及び

生活支援サービスを提供する優良な有料老人ホームの設置及び運営を図り、高齢者

の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

２ この要綱は、三重県有料老人ホ－ム設置運営指導指針（以下「指針」という。）

と一体となって解釈、運用されなければならない。 

 

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）有料老人ホ－ム 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号。以下「法」という。）

第 29条第１項に規定する施設をいう。 

（２）設置予定者 三重県内において有料老人ホ－ムを設置しようとする者をいう。 

（３）設置者 三重県内において有料老人ホ－ムを現に設置し、及び運営している者

をいう。 

（４）設置予定者等 設置予定者及び設置者をいう。 

 

（設置予定者等の責務） 

第３条 設置予定者等は、この要綱及び指針等の規定を誠実に遵守するとともに、そ

の所在地を管轄する市町の意見を充分配慮しなければならないものとする。 

 

第２章 事前協議 

（事前協議） 

第４条 設置予定者は、有料老人ホ－ム設置に伴う都市計画法（昭和 43年法律第 100

号）第 29条又は第 43条の規定する開発許可又は建築許可（有料老人ホ－ム以外の

用途で同法第 29 条の規定による開発許可を受けたものを老人ホ－ムに転用する場

合は、同法第 42 条の規定による予定建築物の変更許可）の申請の前に、三重県知

事（以下「知事」という。）と協議しなければならない。 

なお、定義見直しにかかる老人福祉法の改正（平成 18 年４月１日施行）に伴い、

新たに届出が必要となった有料老人ホームにおいては、本事前協議を省略すること

ができるものとする。 

２ 設置予定者は、前項に規定する都市計画法の申請を要しないで有料老人ホ－ムを

設置する場合にあっては、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条の規定に

よる建築確認の申請前に、知事と協議をしなければならない。 

３ 設置予定者は、前２項に規定する都市計画法及び建築基準法の申請を要しないで

有料老人ホ－ムを設置する場合においても、法第 29 条第１項に定める届出前に、

知事と協議をしなければならない。 
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４ 設置予定者は、介護保険法第 70 条第１項に基づく特定施設入居者生活介護事業

所の指定を受けるものとして有料老人ホームを設置しようとする場合は、別に定め

る特定施設入居者生活介護事業所の指定に関する事前協議取扱要綱に規定する事

前協議と同時に、本要綱に規定する事前協議を行うものとする。 

 

（事前協議提出書類） 

第５条 設置予定者は、次に掲げる事項を記載した書面を添付の上、有料老人ホ－ム

設置事前協議書（様式第１号）を知事に提出し、協議するものとする。この書類の

提出部数は正本１通、副本２通とする。 

（１）基本的事項 

ア  有料老人ホーム設立（経営）趣意書 イ 市町及び関係機関との協議書（設

置予定者が記載したもの） ウ  入居者募集計画 エ 前払金返還債務の保全措

置（「厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措置（平成 18

年厚生労働省告示第 266号）」に定める保全措置を証する書類の写し） 

（２）設置主体に関する事項 

ア 法人の概要 イ 事業概要 ウ 役員名簿 エ 役員履歴書  

オ 法人定款  カ 商業登記簿謄本 キ 主な出資者（株主等名簿、出資比率等） 

ク 過去３年の財務諸表（貸借対照表、損益計算書等） ケ その他 

     設置予定者に親会社がある場合は、当該親会社についても同様の書面を添付す

るものとする。公益法人の場合は、アからクに準じた書面を添付するものとする。 

（３）立地条件に関する事項 

ア 位置図 イ 公図写 ウ 建物配置図 エ 現況写真  オ 立地予定地の

都市計画法、農地法等関係法令の開発規制に係る該当状況及び現況  カ 土地登

記簿謄本 キ 建物表示登記簿謄本（既設建築物を利用する場合のみ添付） ク 

所有権移転確約書 ケ 抵当権等解除確約書 コ 地権者の事業協力（売買内諾）

書（建設予定地を買収又は借地する場合のみ添付） サ 既設建築物の開発許可書、

建築許可書、建築確認済証（既設建築物の用途変更の場合） シ その他 

（４）規模及び構造設備に関する事項 

ア 面積（敷地、建物、延べ床） イ 建物構造 

ウ  施設設備の概要（建築基準法、消防法等による避難設備、消火設備等） 

エ  建物平面図、立面図     オ 各室面積表   カ スプリンクラ－設備 

キ  耐火建築物又は準耐火建築物としない理由書（木造かつ平屋建ての場合のみ） 

ク その他 

（５）職員の配置等に関する事項 

ア 職員配置計画 イ 職員研修計画 ウ 職員衛生管理計画 

（６）施設の管理運営に関する事項 

ア 管理規程 イ 入居者名簿等諸帳簿 ウ 緊急時対応計画（避難訓練） 

エ 運営懇談会規約（構成）  

オ 診療所概要（嘱託医氏名、履歴書、診療科目、診療日程、診療所設備等） 

（７）サ－ビスに関する事項  

ア 重要事項説明書 イ 介護サ－ビス等の一覧表 ウ 入居契約書 
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（８）事業収支計画に関する事項 

ア 資金収支計画書 イ 損益収支計画書 ウ 金融機関の融資同意書 

（９）利用料等に関する事項 

ア 前払金算定根拠 イ 返還金算定方式 ウ 月額利用料明細 

エ 介護費用算定根拠（返還金算定方式） 

（10）契約内容等に関する事項 

ア 入居契約書（（７）のウと同じ） イ 管理規程（（６）のアと同じ） 

ウ 重要事項説明書（（７）のアと同じ） 

エ 介護サ－ビス等の一覧表（（７）のイと同じ） 

オ 苦情解決・相談窓口 

（11）情報開示に関する事項 

ア 有料老人ホーム情報開示等一覧表 イ 有料老人ホ－ム類型及び表示事項 

 

２ 知事は、前項の事前協議書を受理したときは、設置予定地の市町長に事前協議書

の写しを送付し、設置についての意見を求めるものとする。この際、当該市町長か

ら提出される意見書は、有料老人ホーム設置意見書（様式第２号）とする。 

なお、下記においては、本意見書を省略することができるものとする。 

（１）第４条第４項に該当する有料老人ホーム 

（２）介護療養型医療施設の療養病床転換に伴い設置される有料老人ホーム 

３ 知事は、第１項の事前協議の結果、設置計画の内容がこの要綱及び指針等に適合

していると認めた場合には、設置予定者に対して事前協議を終了する旨の通知を行

うものとする。この際の通知は、有料老人ホーム設置事前協議済書（様式第３号）

によるものとする。 

 

（市街化調整区域における証明等） 

第６条 市街化調整区域内において有料老人ホ－ムを設置しようとする設置予定者

は、前条の事前協議終了後、都市計画法に基づく開発許可申請等の用に供するため、

有料老人ホ－ム建設に係る適合証明申請書（様式第４号）を知事に提出し、その証

明を受けるものとする。 

 

 

第３章 届出等 

（届出等） 

第７条 設置予定者は、建築確認通知書を受領後（建築確認を要しない場合は、事業

開始報告前）、速やかに有料老人ホ－ム設置届（老人福祉法施行細則（平成５年三

重県規則第 26 号。以下「細則」という。）第 23 号様式。老人福祉法の改正（平成

１８年４月１日施行）に伴い、新たに届出が必要となった有料老人ホームにおいて

は、様式第 10号）により、法第 29条第１項に定める届出を行わなければならない

ものとする。この書類の提出部数は正本１通、副本１通とする。 

２ 入居者の募集は、前項の届出が受理された後に開始するものとする。 
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（事業開始報告） 

第８条 設置予定者は、有料老人ホ－ムの設置及び運営を開始したときは、１０日以

内に、有料老人ホ－ム事業開始報告書（様式第５号）及び重要事項説明書を知事に

提出するものとする。この書類の提出部数は正本１通、副本１通とする。 

 

（変更届） 

第９条 設置予定者等は、第７条第１項の届出の内容（事業開始の予定年月日並びに

事業開始に必要な資金の額及びその調達方法を除く。）に変更が生じたときは、変

更の日から１０日以内に有料老人ホ－ム設置届出事項変更届（細則第 24 号様式）

及び重要事項説明書を知事に提出しなければならない。この書類の提出部数は正本

１通、副本１通とする。 

なお、次の各号に掲げる場合には、それぞれ各号に定める書類を提出しなければ

ならないものとする。 

（１）役員及び施設長に変動があった場合は、役員名簿並びに当該役員及び当該施設

長の履歴書 

（２）入居契約書、管理規程等を変更した場合は、当該変更事項及び当該事項に係る

運営懇談会の開催内容を示す書類 

（３）利用料を改定した場合は、当該改定事項及び当該事項に係る運営懇談会の開催

内容を示す書類 

 

（入居定員が増加する場合の事前協議） 

第 10 条 設置予定者等は、入居定員を増加しようとするときは、あらかじめ有料老

人ホ－ム定員増加に係る事前協議書（様式第６号）を知事に提出し、協議しなけれ

ばならない。この書類の提出部数は正本１通、副本２通とする。 

  なお、老人以外を入居させるなどで、建物の構造設備を変更せず有料老人ホーム

の入居定員を減少し、その後、当該入居者が退去するなどにより建物の構造設備を

変更せず元の定員の範囲内で増員しようとする場合には、本事前協議を省略するこ

とができるものとする。 

２ 第５条第２項及び第３項の規定は、入居定員を増加する場合について準用する。

この場合において、同条第２項中「有料老人ホーム設置意見書（様式第２号）」と

あるのは「有料老人ホーム定員増加に係る意見書（様式第７号）」と、同条第３項

中「有料老人ホーム設置事前協議済書（様式第３号）」とあるのは「有料老人ホー

ム定員増加に係る事前協議済書（様式第８号）」と読み替えるものとする。 

３ 設置予定者等は、第１項及び前項に基づく事前協議終了後に入居定員を増加する

ための工事、入居者募集等を行うものとする。 

４ 設置予定者等は、入居定員を増加したときは、前条の規定に基づき有料老人ホー

ム設置届出事項変更届を知事に提出しなければならない。 

 

（廃止又は休止届） 

第 11 条 設置予定者等は、第７条第１項の届出をした有料老人ホ－ムを廃止又は休

止しようとするときは、廃止又は休止の日の１月前までに有料老人ホ－ム廃止又は



5 

休止届（細則第 25 号様式）を知事に提出しなければならない。この書類の提出部

数は正本１通、副本１通とする。 

 

  第４章  設置後の状況報告等 

（定期報告） 

第 12 条  設置者は、毎年７月１日現在の次の書類を作成し、正本１部及び副本１部

を知事に報告するものとする。 

（１）重要事項説明書、事業者が運営する介護サービス事業一覧表及び入居者の個別

選択によるサービス一覧表 

（２）入居契約書 

（３）管理規程 

（４）入居案内パンフレット 

（５）職員配置がわかる書類 

（６）直近の事業年度の貸借対照表（B/S）,損益計算書（P/L）,資金収支計算書（C/F）

の財務諸表（他業を営んでいる場合には他業に係る当該書類、親会社がある場

合には当該親会社の業務に係る当該書類） 

（７）有料老人ホ－ム情報開示等一覧表 

（８）その他知事が指定する書類 

 

（事故報告） 

第 13 条 設置者は、有料老人ホ－ム内で事故が発生した場合には、直ちに、事故報

告書（様式第９号）により知事に報告するものとする。 

 

（有料老人ホ－ムに係る立入検査の実施） 

第 14 条 知事は、有料老人ホ－ムに対して、別に定めるところにより、立入検査を

行うものとする。 

 

  第５章 雑則  

（書類の経由） 

第 15 条 この要綱に基づき知事に提出すべき書類は、当該有料老人ホ－ムの所在地

を管轄する保健所又は福祉事務所の長を経由するものとする。 

  ただし、三重県電子申請・届出システム等による届出については、その限りでな

い。 

 

（その他） 

第 16 条 この要綱に定めるものの他、有料老人ホ－ムの設置及び運営の指導に関し

て必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１４年１０月１日から施行する。 

２  この要綱の施行日前から設置及び運営されている有料老人ホ－ムについては、こ
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の要綱及び指針等に適合するための措置がとられなければならないものとする。 

     附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年７月１２日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

なお、この要綱の施行の際、平成２５年３月３１日までに設置事前協議の終了した

有料老人ホームについては、有料老人ホーム設置届（老人福祉法（昭和３８年７月１

１日法律第１３３号）第２９条第１項）の提出書類については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、平成２８年２月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 

 


